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４-４ 揚収物・漂流物の処理 

（１） 関係者と役割 

・揚収物・漂流物の処理に関する主な関係者と役割を表 18 に示す。 

 

表 18 揚収物・漂流物の処理に関する主な関係者と役割 

関係者 協議会構成員 主な役割 

港湾管理者 青森県東青地域県民局地域整備部 

青森港管理所 

 

・揚収物の保管 

・揚収物・漂流物の回収・処理の支援 

船社 津軽海峡フェリー株式会社  

青森支店 

北日本海運株式会社 青森支店 

共栄運輸株式会社 青森支店 

・船舶被害の調査 

・被災した船舶の撤去・処理 

荷主企業 東西オイルターミナル株式会社 

青森油槽所  

ジャパンオイルネットワーク株式会

社 青森油槽所 

ENEOS グローブガスターミナル株

式会社 青森ガスターミナル 

・被災した貨物等の回収・処理 

漁業関係者 青森県漁業協同組合連合会 指導部 ・被災した漁船、漁具等の回収・処理 

地元自治体 青森市 総務部 危機管理課 ・回収ガレキ等ごみの処理方法について 

 

（２） 作業方針 

・揚収物・漂流物（貨物、車両、荷役機械、漁具、漁船等）は、所有者（船社、荷主

企業、港湾運送事業者等、漁業関係者）が引き取り処分することを原則とする。 

・ただし、被害が甚大で所有者だけでは対応が困難な場合、または所有者が不明な場

合は、港湾管理者が支援を行うことを検討する。 

 

（３） 揚収物・漂流物の処理の手順 

① 港湾管理者 

●揚収物・漂流物の保管 

・揚収物・漂流物は、所定の仮置き場に集積する。貨物や船舶、機械、車両等につい

ては、所有者に対して仮置き場に集積していることを周知し、所有者に回収・処理

を行うよう要請する。 

●揚収物・漂流物の回収・処理の支援 

・揚収物・漂流物の回収・処分は、原則、揚収物の所有者が責任を持つが、流出物が

大量に発生し、関係者が回収・処分が困難な場合は、処理の代行等の支援を行う。 
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② 船社 

・船社は、保険会社やサルベージ会社と協力して被災船舶を撤去する。 

・撤去の実施にあたっては、海上保安部、港湾管理者、地方整備局と撤去方法の調整

を行い、経過を報告する。 

 

③ 荷主企業 

・荷主企業は、揚収物・漂流物に自社の所有物が含まれるか港湾管理者に確認する。 

・自社の所有物が揚収物・漂流物に含まれる場合、原則として自らの責任で回収・処

理する。 

・危険物（燃料油等）の流出が発生した場合には、青森県沿岸排出油等防除協議会の

方針に従い、原則として原因者の責任で回収・処理する。ただし、流出範囲が広範

囲に及ぶ場合には、青森県沿岸排出油等防除協議会において海上保安部の調整の下、

回収・処理を行う。 

 

④ 漁業関係者 

・漁業関係者は、漁具、漁船などの所有物が含まれるか港湾管理者に確認する。 

・漁港関係者の所有物が揚収物・漂流物に含まれる場合、原則として自らの責任で回

収・処理する。 

・ただし、港湾区域内の緊急物資輸送用岸壁への航路上などの優先的な航路啓開作業

が必要な水域に漂流物がある場合には、迅速な航路啓開のために、港湾管理者の管

理の下実施される仮置き場への揚収作業を認めることとする。 

 

⑤ 地元自治体 

・地元自治体は、港湾管理者及び関係者の求めに応じ、ガレキ等ごみの処理方法、処

理の代行等の支援方法について協議すること。 
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５. 物資輸送のための行動計画 

５-１ 緊急物資輸送 

（１） 関係者と役割 

緊急物資輸送に関する主な関係者と役割を表 19 に示す。 

 

表 19 緊急物資輸送に関する主な関係者と役割 

関係者 協議会構成員 主な役割 備考 

県災害対策本部 青森県危機管理局 ・緊急輸送の各方面への支援要請 

・緊急輸送の方針決定 

・緊急物資の受入体制の確保 

・緊急輸送の実施 

 

港湾管理者 青森県県土整備部港湾空港課 ・県災害対策本部と青森港復旧対策

本部との連絡調整を行う。 

 

港湾物流企業 日本通運株式会社 青森支店 

青森通運株式会社 

龍北運輸株式会社  

青森営業所 

株式会社ヤマウ鳥谷部臨港倉庫 

・緊急物資輸送体制の確保 

・緊急物資輸送 

 

陸運業者 

倉庫業者 

日本通運株式会社 青森支店 

青森通運株式会社 

株式会社ヤマウ鳥谷部臨港倉庫 

・緊急物資輸送体制の確保 

・緊急物資輸送 

青森県トラック

協会 

青森県倉庫協会 

港湾管理者 青森県東青地域県民局 

地域整備部 青森港管理所 

 

・港湾施設の被害調査 

・航路啓開 

・出来形確認 

・港湾施設の応急復旧 

 

 

※臨港道路（道路計

画）含む 

地方整備局 国土交通省東北地方整備局 

青森港湾事務所 

・港湾施設の被害調査 

・航路啓開 

・出来形確認 

・港湾施設の応急復旧 

 

 

※臨港道路（道路啓

開）含む 

海上保安部 第二管区海上保安本部 

青森海上保安部 

 

・航路の調査 

・航路標識の復旧、応急標識の設置 

・船舶交通の制限の見直し 

 

 

（２） 緊急物資輸送の手順 

緊急物資輸送は、地域防災計画に基づき県災害対策本部の要請を受けて、実施する。 

緊急物資輸送の基本的な活動の手順は次の通りである（図 14）。 

① 県災害対策本部 

・県災害対策本部は、地域防災計画に基づき、陸運業者や倉庫業者、港湾運送事業者

等に緊急物資輸送への支援要請を行い、輸送体制を確保する。 

② 港湾運送事業者、陸運業者・倉庫業者 
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・港湾運送事業者や陸運業者・倉庫業者は、作業員や、トラック、倉庫・上屋、荷役

機械等の状態を確認し県災害対策本部に報告する。 

③ 緊急物資輸送に向けた調整 

・県災害対策本部は、海上輸送による緊急輸送の実施の決定を受けて、陸運業者、倉

庫業者、港湾運送事業者に緊急物資輸送の支援要請を行う。 

・県災害対策本部と陸運業者、倉庫業者、港湾運送事業者等、港湾管理者、海上保安

部は、緊急物資輸送に向けて、実施時期、輸送船の船型、貨物の荷姿・品目、入港

時の注意事項、配送先等について調整する。 

④ 緊急物資輸送の実施 

・緊急物資輸送用岸壁の供用後、陸運業者、倉庫業者、港湾運送業者は、必要な輸送

体制を確保し、緊急物資輸送を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 14 緊急物資輸送の流れ 
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緊急物資輸送 

実施の決定 

緊急物資輸送に向けた調整 

（実施時期、輸送船の船型、貨物の荷姿・品目、入港時の注

意事項、配送先等） 

輸送体制の確認 
・作業可能なトラッ
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支援要請 
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・荷役機械の確保 

・機材の確保 

支援要請 

報告 

報告 

船舶交通の制

限の見直し 

支援要請 

緊急物資輸送用岸壁の供用開始 

施設の応急復旧 

航路啓開 

支援要請 

港湾運送事業者等 
（港運業者、ﾎﾟｰﾄｻｰﾋﾞｽ） 
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５-２ 幹線貨物輸送 

（１） 関係者と役割 

幹線貨物輸送に関する主な関係者と役割を表 20 に示す。 

 

表 20 幹線貨物輸送に関する主な関係者と役割 

関係者 協議会構成員 主な役割 備考 

税関、検疫所 函館税関 青森税関支署 

仙台検疫所 青森出張所 

・被害調査（調査、設備機器） 

・業務の復旧 

 

荷主企業 東西オイルターミナル株式会社 

青森油槽所  

ジャパンオイルネットワーク株式

会社 青森油槽所 

ENEOS グローブガスターミナル

株式会社 青森ガスターミナル 

・被害調査（被災状況、業務の状態・見

通し、港湾の利用状況・見通し） 

・業務の復旧 

・被災貨物の回収・処分 

 

船社 津軽海峡フェリー株式会社 

青森支店 

北日本海運株式会社 青森支店 

共栄運輸株式会社 青森支店 

・被害調査（船舶、貨物） 

・被災船舶撤去 

・被災貨物の回収・処分 

 

港湾物流企業 日本通運株式会社 青森支店 

青森通運株式会社 

龍北運輸株式会社 青森営業所 

株式会社ヤマウ鳥谷部臨港倉庫 

・被害調査（被災状況、業務の状態・見

通し、港湾の利用状況・見通し） 

・被災貨物、ガレキ撤去 

・荷役体制の応急復旧（荷役機械、作業

員、システム等） 

 

港湾管理者 青森県東青地域県民局地域整備部 

青森港管理所 

 

・港湾施設の被害調査 

・航路啓開 

・出来形確認 

・港湾施設の応急復旧 

 

 

※臨港道路（道路

啓開）含む 

地方整備局 国土交通省東北地方整備局 

青森港湾事務所 

・港湾施設の被害調査 

・航路啓開 

・出来形確認 

・港湾施設の応急復旧 

 

 

※臨港道路（道路

啓開）含む 

海上保安部 第二管区海上保安本部 

青森海上保安部 

・航路の調査 

・航路標識の復旧、応急標識の設置 

・船舶交通の制限の見直し 
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（２） 幹線貨物輸送再開の手順 

幹線貨物輸送再開の基本的な活動の手順は次の通りである（図 15）。 

 

① 荷主企業 

・荷主企業は、業務の状態と復旧の見通し、港湾利用再開の見通しを港湾物流企業と

船社に伝達する。 

・業務の復旧を行う。 

 

② 港湾運送事業者等 

・港湾運送事業者等は、荷主企業や港湾関係者の業務復旧見通しを把握し、港湾管理

者や船社に伝達する。 

・港湾運送事業者等は、荷役機械の復旧や確保、システムの復旧、作業員の配置等、

荷役体制の復旧を行う。 

 

③ 税関・検疫所 

・税関・検疫所は、庁舎や設備機器の被害調査を行い、業務の復旧を行う。 

 

④ 船社 

・船社は、荷主企業や港湾物流企業からの情報を受け、航路再開の準備を行う。 

 

⑤ 幹線貨物輸送に向けた調整 

・港湾施設の応急復旧と輸送体制の見通しがついた段階で、実施時期、使用岸壁、輸

送船の船型、貨物の荷姿・品目、通関等手続き場所、入港時の注意事項、荷役体制

等の調整を行う。 

※ 臨時の SOLAS 対応については、港湾運送事業者等へ連絡をとり調整する。 

※ 臨時の「外国往来船と陸地との交通場所および貨物の積み卸し場所の指定」のない

場所での外貿貨物の荷役については税関へ連絡をとり調整する。 

 

⑥ 幹線貨物輸送の実施 

・幹線貨物輸送用の岸壁が供用されたら、幹線貨物輸送を実施する。 
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図 15 幹線貨物輸送再開の流れ 
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６. 情報の整理と発信 

６-１ 情報の整理 

・各協議会構成員の被害調査の結果や復旧見通し等の情報は、随時、青森港復旧対策

本部に報告する。 

・青森港復旧対策本部は、伝達を受けた情報を一元的に管理し、適宜協議会構成員に

情報提供する。 

・なお、被害や復旧見通し等の情報は、全ての関係者がいつでも閲覧できるように、

港湾管理者等の既存のホームページにアップする。 

 

６-２ 情報の発信 

（１） 情報発信の体制 

・情報発信は、協議会の下に港湾管理者と地方整備局の連名で、2 者の情報媒体（ホー

ムページ、記者発表等）を通じて発信する。 

・2 者は、以下の内容について責任を持ち、発信する内容を整理する。 

 

表 21 情報発信の責任者と責任を持つ情報 

情報発信の責任者 責任を持つ情報 

港湾管理者 港湾の被災状況と復旧状況、応急復旧方針、港湾施設の供用再開等 

地方整備局 港湾の被災状況と復旧状況、応急復旧方針 

 

（２） 情報発信の方法 

以下の方法により随時情報発信を行う。 

① 港湾関係者及び港湾利用者への発信 

・記者発表、ホームページへの掲載 

② 協議会構成員への発信 

・上記の他、電話、ＦＡＸ、E-mail、掲示板等を使用して周知する。 

③ その他 

・外国籍船舶への情報発信は、青森海上保安部、港湾管理者、税関、検疫所と調整を

図り、適切に行うこととする。 
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（３） 発信する情報 

発信する情報は以下の通りとする。 

 

表 22 発信する情報 

項目 内容 

応急復旧方針 応急復旧方針で定めた対象施設、スケジュール等 

港湾施設の被災状況と復旧状況 施設の使用の可否、復旧工事の状況、供用の状況等 

港湾施設の供用再開 供用再開の決定、船舶の入港等 

船舶交通の制限、海上交通安全 船舶航行にあたっての注意事項や、航行禁止水域等 

船舶交通の制限の解除 船舶交通の制限の解除等の時期、水域、吃水制限 

 

 

７. 継続的な見直し（ＰＤＣＡ）の実行 

本港湾ＢＣＰで定めた事前対策の実施状況、各協議会構成員の事業の状況、災害や港

湾ＢＣＰ等に関する新たな知見、港湾物流の最新動向等の最新情報に基づき、本港湾Ｂ

ＣＰを継続的に見直し（ＰＤＣＡサイクル）、改善により有用で実効性の高い計画に更

新する。 

港湾ＢＣＰの見直しと改善は、以下の通り実施することとする。 

 

○必要に応じて協議会を実施し、見直し（緊急連絡網など）を行う。 

○大規模な計画の見直し（上位計画の変更など）は協議会で協議する。 

○軽微な変更（名称の変更、連絡先・担当者の変更など）は関係する協議会構成員と

事務局との間で協議する。 

 

 

８. 港湾機能を継続するための練習・訓練の実施 

年に１回、協議会構成員による BCP 訓練を実施する。 

 

BCP 訓練 

 ○情報伝達訓練 

 ○施設調査点検訓練 

 ○応急復旧方針決定訓練 等 
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９. 災害対応力をさらに強化するためのソフト・ハード両面の改善計画 

表 23 事前対策 

港湾
管理者

青森港湾
事務所

海上
保安部

港運関係
フェリー
公社

フェリー
会社

漁協 電力会社 建設業協会
港湾空港
建設協会

測量設計
業協会

財務省
（税関）

厚生労働省
（検疫所）

・被害調査票の事前作成 ◎ ◎
・被害調査結果の情報共有方法の確認・訓練 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

復旧優先順位及び応急復旧目標の決定 ・復旧優先順位、応急復旧目標および作業分担の事前検討 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
データの保全 ・安全な場所にあるサーバー等でのバックアップの保存 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

・衛星電話などの複数の連絡手段の確認 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
・災害時の連絡先一覧の作成（関係者の名簿、連絡網） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
・散乱物・漂流物（車両、木材、瓦礫）の仮置ヤードの事前調
整

◎ ◎ ◎ ◎ ○ ○ ○ ○

・散乱物・漂流物の回収・処分方法（事業者が不利益とならな
いルール）の事前調整

◎ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ○ ◎

・復旧作業用測量機材、重機、作業船手配計画（広域連携含） ◎ ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎
・復旧作業用重機、作業船の燃料の調達計画 ○ ○ ○ ◎ ◎ ◎
・作業船係留場所の事前検討 ◎ ◎ ○ ○
・発災時係留場所の事前検討（広域連携含） ◎ ◎ ○ ○
・ホテルシップ、公共施設などの作業員宿舎確保方法の事前検討 ◎ ○ ◎ ◎
・食糧の備蓄 ○ ○ ◎ ◎
・安全な場所にあるサーバー等でのバックアップの保存 ◎ ◎ ◎ ◎
・サーバーの免震化、耐震化 ◎ ◎ ◎ ◎
・システム管理社との災害時対応に関する合意形成 ◎ ◎ ◎ ◎
・建設会社との災害時対応の合意形成 ○ ◎ ◎
・暫定供用に向けた応急復旧方法の事前検討 ◎ ◎ ○ ○

可動橋 ・メーカーとの災害時対応の合意形成（点検要因等の確保等） ◎
・電気設備の耐震化、防水 ○ ◎ ○
・非常用電源の確保 ○ ◎ ◎
・応急復旧に関する関係機関との合意形成 ○ ◎ ◎
・応急復旧方法の事前検討 ○ ◎ ○ ○
・建設会社との災害時対応の合意形成 ○ ◎ ◎

駐車場 ・建設会社との災害時対応の合意形成 ◎ ◎
・ターミナルビルの応急復旧 ◎
・建設会社との災害時対応の合意形成 ◎ ◎
・安全な場所にあるサーバー等でのバックアップの保存 ◎
・応急復旧方法の事前検討 ◎
・システム管理会社との災害時対応に関する合意形成 ◎
・建設会社との災害時対応の合意形成 ◎ ◎
・被災状況、復旧状況に関する情報の公表手段の検討 ◎
・津波防護機能を有した船だまりの配置、整備 ◎
・タグボートの手配（広域連携含む） ○ ◎
・建設会社との災害時対応の合意形成 ○ ◎ ◎

・暫定供用に向けた応急復旧方法の事前検討 ◎ ◎ ○ ○
・建設会社との災害時対応の合意形成 ◎ ○ ◎
・本格復旧に向けた復旧方法の事前検討 ◎ ○ ○ ○
・応急復旧方法の事前検討 ◎ ○ ○
・建設会社との災害時対応の合意形成 ◎ ◎
・荷役機械の防水対策の実施 ◎
・荷役機械データベースの整備 ◎
・メーカーとの災害時対応の合意形成 ◎
・保管場所の確保 ◎ ◎

荷役機械・設備の損傷 ・クレーンなどの代替荷役機械の手配の検討 ◎ ◎
・建屋の耐震強化 ◎ ◎
・設備の耐震強化、防災対策 ◎ ◎
・仮設照明灯の確保 ◎
・応急復旧に関する関係機関との合意形成 ◎ ◎
・フェンスなどの復旧に関する建設会社との災害時対応の確 ◎ ◎
・代替施設での外貿貨物取扱に関する事前調整 ◎ ◎ ◎
・建設会社との災害時対応の合意形成 ◎ ◎
・被災状況、復旧状況に関する情報の公表手段の検討 ◎

ドルフィン及び設備の損傷 ・代替港（八戸港、秋田港）からの陸上輸送など広域連携の検討 ◎

・建設会社との災害時対応の合意形成 ◎ ◎
・被災状況、復旧状況に関する情報の公表手段の検討 ◎
・油槽所への道路・橋梁の耐震化 ◎

航路啓開の優先順位 ・優先的に啓開すべき航路の事前検討 ◎ ◎ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○
・測量船の調達等に関する測量会社との合意形成 ◎ ◎ ○ ◎
・海上、陸上からの燃料給油方法の検討 ○ ○ ○ ◎ ◎

揚収物仮置き場 ・潮流物、沈下物の仮置き場の事前調整 ◎ ◎ ○ ◎ ◎
油の流出 ・油の流出時の処理ルールの明確化 ◎ ◎ ○ ◎
漁具の流出 ・漁具の処理ルールの明確化 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎
航路啓開後の水深の確認 ・安全確認水深の公表と関係機関への周知方法の事前検討 ◎ ○ ○ ○

エネルギー
（石油・LPG等） 臨港道路

航路・泊地

航路啓開資機材

バルク

岸壁
（浜町埠頭-7.5ｍ岸壁、-9.0ｍ東岸壁など）

岸壁
（沖館-13ｍ、-10ｍ岸壁など）

ヤード

荷役設備
(大型クレーン等）

倉庫・上屋

照明灯

SOLAS対応

臨港道路

物流管理システム
（オペレーションシステム）

フェリー

岸壁（フェリー埠頭）

電気設備
（受電、配電、配線、照明灯等）

ヤード

ターミナルビル

受付システム

臨港道路

タグボート

電力・建設業者 CIQ
エネルギー
関連業者

共通

被災状況調査

情報の共有・通信手段の確保

散乱物・漂流物の処理

復旧作業用重機、作業船燃料の確保

作業船の係留場所の確保

作業員の住環境

施設 項目 対応策
行政関係者 港湾利用者

 

◎：実施主体 ○：関係者 
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添付資料 1. ガレキの処理に関する参考資料  

○青森県地域防災計画における障害物除去と廃棄物処理等の計画 

青森県地域防災計画（地震・津波災害対策編）（H25.1 改訂）より抜粋 
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○東日本大震災における八戸市の災害ゴミ対策の状況 

 「東日本大震災 八戸市の記録」（H25.3）より抜粋 
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添付資料 2. 貨物船、タンカー、フェリーの船舶サイズに対応した 

岸壁の諸元  

１．貨物船 

載貨重量トン数 DWT バース長（m） バースの水深（m） 

1,000 80 4.5 

2,000 100 5.5 

3,000 110 6.5 

5,000 130 7.5 

10,000 160 9.0 

12,000 170 10.0 

18,000 190 11.0 

30,000 240 12.0 

40,000 260 13.0 

２．タンカー 

載貨重量トン数 DWT バース長（m） バースの水深（m） 

1,000 80 4.5 

2,000 100 5.5 

3,000 110 6.5 

5,000 130 7.5 

10,000 170 9.0 

15,000 190 10.0 

20,000 210 11.0 

30,000 230 12.0 

３．中短距離フェリー（航路距離 300km 未満） 

総トン数 GT 
船首尾係船岸がある場合 

バース長（m） 船首尾係船岸長（m） バースの水深（m） 

400 60 20 3.5 

700 80 20 4.0 

1,000 90 25 4.5 

3,000 140 25 5.5 

7,000 160 30 7.0 

10,000 190 30 7.5 

13,000 220 35 8.0 

４．長距離フェリー（航路距離 300km 以上） 

総トン数 GT 

船首尾係船岸がな
い場合 

船首尾係船岸がある場合 

バースの水深（m） 

バース長（m） バース長（m） 
船首尾係船 
岸長（m） 

6,000 190 170 30 7.5 

10,000 220 200 30 7.5 

15,000 250 230 40 8.0 

20,000 250 230 40 8.0 
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巻末資料 

バックアップ体制構築の留意点 

 



青森港港湾機能継続協議会事務局

バックアップ体制構築の留意点



●八戸港の主要な取扱い貨物

県内港湾の現状把握 （１）重要港湾の主な取扱貨物県内港湾の現状把握 （１）重要港湾の主な取扱貨物

●青森港の主要な取扱い貨物

1

フェリー（移出入）

フェリー（移出入）

青森港の被災を想定し、青森県内の港間のバックアップ体制を検討する。

青森県内の主要な港湾物流の拠点である青森港と八戸港の主要な取扱い貨物とその
係留施設の諸元（水深、延長）、荷役機械などの情報を整理し、バックアップの可能性を
検討する。

石炭（輸入）

金属くず（輸出・移出）

非金属鉱物（移出）

石油製品（輸入・移入）

石油製品（輸入・移入） セメント（移入）

米（輸出入）

石油製品（移入）

ＬＰＧ（輸入）
ＬＰＧ（移出）

野内・久栗坂地区

完成自動車（移出入）

石炭（輸入）

完成自動車（移入）

金属くず（輸出）

非金属鉱物（輸入、移出）

コンテナ

セメント（移入）

金属鉱（輸入）

石油製品（移入）



県内港湾の現状把握 （２）重要港湾以外の主な取扱貨物県内港湾の現状把握 （２）重要港湾以外の主な取扱貨物

県内の他の重要港湾・地方港湾についても、青森港が被災した場合にどのような貨物
を代替輸送できるかなど、バックアップの可能性を検討する。

2

●県内各港の主要な取扱い貨物

セメント、原木

砂利、砂

石灰石、石材

石灰石、セメント

石材

石油製品、砂利、砂

水産物

貨物なし

フェリー

水産品



事例整理 （１）東日本大震災におけるバックアップ事例事例整理 （１）東日本大震災におけるバックアップ事例

東日本大震災では、被災した港湾のバックアップとして日本海側などの代替港が機能し、
地域の経済活動および復旧活動が維持された。

3

●東日本大震災における青森港のバックアップの事例（フェリー）

●東日本大震災における他港のバックアップの事例（バルク）

貨物 内容

フェリー
RORO
（緊急物資含む）

東日本大震災の被災により、フェリーをはじめ八戸港の港湾物流機能が停止。

青森港では、フェリー埠頭や沖館埠頭で、復旧活動のために自衛隊員および車両、
緊急支援物資を載せたフェリー・RORO船を受け入れた。また、堤埠頭では、八戸港

で就航していたフェリー航路が３月２２日から７月１０日まで青森港に臨時航路を敷
いて代替輸送を実施した。

貨物 内容

石油製品 東北地方太平洋側の製油所及び油槽所が被災し、東北地方における燃料供給能
力が激減。

北海道や西日本の製油所の稼働率を最大限まで引き上げるとともに、被災当初
は被災していない日本海側港湾（秋田港、酒田港）への海上輸送や鉄道を活用して、
東北地方へ供給。

飼料 全国シェアの３割を占める東北・北関東における配合飼料工場が被災し、東北地
方における飼料供給が著しく不足。

その後、東北地方における飼料工場の復旧が進んだものの、不足分については、
全国各地の飼料工場で増産し、東北地方へ日本海側港湾（新潟港、酒田港、能代
港、秋田港等）を利用した海上輸送や陸上輸送を行うことにより代替供給。



事例整理 （２）バックアップにおける課題事例整理 （２）バックアップにおける課題

4

東日本大震災後の秋田港でのコンテナの仮置きの様子
出典：秋田港湾事務所HP

東日本大震災では、バックアップ体制の課題も明らかとなった。過去の事例を踏まえ、
青森県内の各港間の相互のバックアップ体制を事前に検討しておくことが重要である。

・荷主企業は、遠距離の港湾への代替輸
送により輸送コストが増加した。

仙台塩釜港の代替港として京浜港と新潟港
を利用。また、他地域の生産拠点での互換生
産を実施。平成23年度第2四半期決算説明資
料によると東日本大震災による物流コスト
は約10億円増加した。

通常時の能力を超えるコンテナがコンテナター
ミナルに運び込まれ、ターミナルの回転が落ち
輸送能力が低下した。秋田港では、東日本大震
災後、コンテナヤードが不足しコンテナターミナ
ル外の用地にコンテナを仮置きした。

・代替港では、代替輸送により混雑し、滞
船や受け入れられない貨物が発生した。

出典：東洋ゴム工業㈱2011年3月期決算説明会資料



バックアップの可能性の検討バックアップの可能性の検討

5

荷姿 パターン バックアップの形態
バックアップ港湾の
要求事項（例）

東日本大震災における事例

バ
ル
ク

バックアップ港での輸移入

他港で原料や製品を荷揚げ
し、工場や物流拠点まで陸
送する。

・陸上輸送が可能

・タンク、サイロ等からの出
荷設備が共通

・同じ企業または連携可能
な企業の事業所がある

セメント会社は、仙台塩釜港
や小名浜港のサービスス
テーションが被災したため、
日本海側のサービスステー
ションを利用してセメントの
供給を行った。

他港周辺の工場での
代替生産

被災港湾周辺の工場の生
産停止により、他港周辺の
工場で原料を輸移入して代
替生産する。

・被災港湾を利用する工場
と同じ製品を生産できる工
場が他港周辺に立地する。

仙台塩釜港で製品を輸出し
ていたタイヤメーカーは仙台
塩釜港が停止したため、西
日本の工場に生産を移管し、
輸出を継続した。

他地域で生産した製品の
輸移入

被災港湾における原料の搬
入停止に伴い工場や物流拠
点が停止した場合に、県外
で生産した製品を他港で荷
揚げして供給する。

・県外に、同じ製品を生産す
る生産拠点がある。
・製品の海上輸送が可能。

仙台塩釜港に製油所を持つ
石油会社は、製油所が被災
したため、全国の製油所で
燃料油を増産し、製品を東
北に供給した。

フ
ェ
リ
ー

バックアップ港での移出入

他港で原料や製品を荷揚げ
し、工場や物流拠点まで陸
送する。

・陸上輸送が可能 八戸港のフェリー物流機能
が停止したため、フェリー航
路を一時的に休止し、青森
港の堤埠頭で、青森港に臨
時航路を敷いて代替輸送を
実施した。

青森港が被災した場合のバックアップ体制のパターンは、東日本大震災における事例
より、バルク貨物、フェリー貨物については以下の様なパターンが考えられる。



災害時の受入量及び品目の設定災害時の受入量及び品目の設定

青森港ＢＣＰにおいて検討したボトルネックが発生する輸送機能について、第2回協議会

で示した青森港の災害時の輸送需要（フェリー、ドライバルク）と災害時の輸送能力の
ギャップ（量）を整理する。ただし、航路啓開作業はＢＣＰで検討した対応策を適用した。

表 港湾施設のボトルネック

6

貨物 考え方 施設 標準ケース 最悪ケース１ 最悪ケース２
被害想定 目標

期間
被害想定 目標

期間
被害想定 目標

期間復旧期間 復旧期間 復旧期間
緊急
物資

新中央埠頭-10ｍ岸壁と
そこへアクセスするため
の航路、臨港道路の被
害想定と目標復旧期間
を比較する。

新中央埠頭
-10m岸壁

直ちに（耐震） 3日

○
目標
達成

3日（耐震） 3日

○
目標
達成

3日（耐震） 3日

○
目標
達成

航路 直ちに 直ちに 3日※対策後

臨港道路 3日 3日 3日

フェリー

貨物
フェリー埠頭の各バース
とそこへアクセスするた
めの航路、臨港道路、可
動橋の被害想定と目標
復旧期間を比較する。

フェリーふ頭
第2・第3バース 直ちに

当日
３バー
ス

×
目標
未達

1週間
当日
３バー
ス

×
目標
未達

1週間
当日
３バー
ス

×
目標
未達

沖館埠頭-7.5m桟橋 直ちに（耐震） 3日（耐震） 3日（耐震）
航路 直ちに 直ちに 3.7日※対策後

臨港道路 当日～3日 当日～3日 3日～1週間

可動橋（電源嵩上げ前）

（電源嵩上げ後）

直ちに（非常用電源） 直ちに（非常用電源） 6ヶ月
直ちに（非常用電源）

ﾄﾞﾗｲ
ﾊﾞﾙｸ
貨物

ドライバルクの各岸壁と
そこへアクセスするため
の航路、臨港道路の被
害想定と目標復旧期間
を比較する。

沖館ふ頭
-13m岸壁

1年以上 1ヶ月
３バー
ス

×
目標
未達

1年以上 1ヶ月
２バー
ス

×
目標
未達

1年以上 1ヶ月
１バー
ス

×
目標
未達

沖館ふ頭
-10m岸壁

1年以上

浜町ふ頭
-7.5m岸壁

直ちに

航路 直ちに 直ちに 沖館地区11日
本港地区9日（浜町）

石油・
LPG
（液化
石油
ガス）

航路、臨港道路の被害
想定と目標復旧期間を
比較する。

専用施設前面までの
航路啓開

沖館石油桟橋

航路啓開なし − 航路啓開なし −

6.7日※対策後

１週間

○
目標
達成野内石油桟橋

野内ガス桟橋
5日
5日

施設 ：ボトルネック

※最悪ケースでは、防波堤の沈下が想定されるため、港内波高の上昇による稼働率の低下が予測されるので、バックアップや対応策が必要となる。
※目標復旧期間には、別途、津波警報解除までに掛かる期間を想定する。



災害時の受入量及び品目の設定 （１）設定の考え方災害時の受入量及び品目の設定 （１）設定の考え方
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災害時の輸送需要 ＞ 災害時の輸送能力 ⇒ バックアップ必要

災害時の輸送需要

フェリー

ドライバルク

緊急物資

エネルギー

青森港の分担する緊急
物資の貨物需要

※港湾計画の大規模地震対策施設より

災害時の青森港の貨物
の輸送需要

※東北広域港湾防災対策協議会より

エネルギー貨物の輸送
頻度

※アンケート・ヒアリング調査

災害時の輸送能力

港湾統計における
平常時の輸送能力

×ピーク率比較

※被害想定で整理した施設の
復旧状況に応じて、災害時の
輸送能力は増加する。

災害時の輸送需要 ＜ 災害時の輸送能力 ⇒ バックアップ不要



災害時の受入量及び品目の設定 （２）緊急物資輸送災害時の受入量及び品目の設定 （２）緊急物資輸送
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貨物 標準ケース 最悪ケース１ 最悪ケース２

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

バック
アップ量

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

バック
アップ量

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

バック
アップ量

緊急
物資

●3日後
350トン/日
（２バース）
※港湾計画の
大規模地震対
策施設より

●直ちに
350トン/日
（２バース）
・新中央埠頭
-10m岸壁
（耐震）
・沖館埠頭
-7.5m桟橋

（耐震）

なし ●3日後
350トン/日
（２バース）

●概ね３日後
350トン/日
（２バース）
・新中央埠頭
-10m岸壁
（耐震）
・沖館埠頭
-7.5m桟橋

（耐震）

なし ●3日後
350トン/日
（２バース）

●概ね３日後
350トン/日
（２バース）
・新中央埠頭
-10m岸壁
（耐震）
・沖館埠頭
-7.5m桟橋

（耐震）

なし

表 バックアップ施設・港での受入量（緊急物資）

■標準ケース
新中央埠頭−10m岸壁、沖館埠頭-7.5m桟橋が発災後直ちに使用可能と想定されるた
め、バックアップ港での受け入れは発生しないと想定される。
■最悪ケース１及び２
標準ケースと同様に新中央埠頭−10m岸壁、沖館埠頭-7.5m桟橋が発災後直ちに使用
可能と想定されるが、津波被害による航路啓開に、本港地区では9日、沖館地区では11

日要すると想定される。

ただし、ここでは青森港ＢＣＰで検討した優先的な航路啓開を実施することを踏まえ、
各耐震強化岸壁前面の航路啓開が概ね3日で完了することを想定する。

その結果、最悪ケースでも標準ケースと同様に、バックアップ港での受け入れは発生
しないと想定される。

※地域防災計画上の物資の備蓄期間（3日）より目標復旧期間を設定



災害時の受入量及び品目の設定 （３）フェリー貨物輸送災害時の受入量及び品目の設定 （３）フェリー貨物輸送
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貨物 標準ケース 最悪ケース１ 最悪ケース２

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

バック
アップ量

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

バック
アップ量

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

バック
アップ量

ﾌｪﾘｰ
貨物

●直ちに
約200万トン

●発災〜3日
約200万トン
（３バース）
フェリーふ頭
第2・第3、第4
バース

なし
※第4ﾊﾞｰｽ
では緊急物
資輸送が優
先されるた
め、ﾊﾞｯｸｱｯ
ﾌﾟが必要に
なる場合が
ある。

●直ちに
約200万トン

●発災-3日
（０バース）

●発災-３日
約200万トン

●直ちに
約200万トン

●発災-３日
（０バース）
※航路閉塞も伴う

●発災-３日
約200万トン

●３日-１週間
約65万トン
（１バース）
フェリーふ頭
第4バース

●３日-1週間
約135万トン/月

●３日-１週間
約65万トン
（１バース）
フェリーふ頭
第4バース

●３日-1週間
約135万トン/月

●3日後〜
約265万トン
（４バース）
フェリーふ頭
第１、第2・第3、
第4バース

●１週間～
約200万トン
（３バース）
フェリーふ頭
第2・第3、第4
バース

なし ●１週間～
約200万トン
（３バース）
フェリーふ頭
第2・第3、第4
バース

なし

表 バックアップ施設・港での受入量（フェリー）

■標準ケース
フェリーふ頭第2・第3バース、沖館ふ頭-7.5m桟橋が発災後直ちに使用可能と想定さ
れるため、バックアップ港での受け入れは発生しないと想定される。
■最悪ケース１及び２
沖館ふ頭-7.5m桟橋が発災後3日程度、フェリーふ頭第2・第3バースは１週間程度で使

用可能と想定される。また、最悪ケース２では津波被害による航路啓開に沖館地区では
概ね３日を要すると想定されるため（優先的な航路啓開を適用）、発災～３日後、3日後
～1週間後まではそれぞれバックアップ港でのフェリー貨物の受入が必要と想定される。

※最悪ケースでは、防波堤の沈下が想定されるため、低気圧の接近などで港内波高が高くなる場合には、バックアップが必要となる。

※標準ケースでは、臨港道路の被害が発生し迂回が困難な場合には、道路の復旧期間として3日間程度バックアップが必要となる。



災害時の受入量及び品目の設定 （４）ドライバルク貨物輸送災害時の受入量及び品目の設定 （４）ドライバルク貨物輸送
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貨物 標準ケース 最悪ケース１ 最悪ケース２

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

ﾊﾞｯｸ
ｱｯﾌﾟ量

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

ﾊﾞｯｸ
ｱｯﾌ量

災害時の
輸送需要

災害時の
輸送能力

ﾊﾞｯｸ
ｱｯﾌ量

ﾄﾞﾗｲ
ﾊﾞﾙｸ
貨物

●1ヶ月以内
30千トン/月
（３ﾊﾞｰｽ以上）

①沖館-7.5ｍ岸壁
※2バース扱い

②中央-7.5ｍ岸壁
③浜町-7.5ｍ岸壁
④浜町-9.0ｍ岸壁
⑤堤-10ｍ岸壁

（６ﾊﾞｰｽ）

なし※１ ●１ヶ月以内
22千トン/月
（２ﾊﾞｰｽ以上）

①沖館-7.5ｍ岸壁
※2バース扱い

②浜町-7.5ｍ岸壁
（３ﾊﾞｰｽ）

なし※１ ●１ヶ月以内
9千トン/月
（１ﾊﾞｰｽ以上）

①沖館-7.5ｍ岸壁
※2バース扱い

②浜町-7.5ｍ岸壁
（３ﾊﾞｰｽ）

なし※１

●２ヶ月以内
17千トン/月
（３ﾊﾞｰｽ以上）

〃
（３ﾊﾞｰｽ）

●２ヶ月以内
17千トン/月
（２ﾊﾞｰｽ以上）

〃
（３ﾊﾞｰｽ）

●２ヶ月以内
38千トン/月
（４ﾊﾞｰｽ以上）

〃
（６ﾊﾞｰｽ）

●４ヶ月以内
29千トン/月
（３ﾊﾞｰｽ以上）

〃
（３ﾊﾞｰｽ）

●４ヶ月以内
40千トン/月
（４ﾊﾞｰｽ以上）

〃
（６ﾊﾞｰｽ）

●１0ヶ月以内
37千トン/月
（４ﾊﾞｰｽ以上）

〃
④新中央-10ｍ岸壁
（４ﾊﾞｰｽ）※２

●１0ヶ月以内
37千トン/月
（４ﾊﾞｰｽ以上）

〃
④新中央-10ｍ岸壁
（４ﾊﾞｰｽ）※２

表 バックアップ施設・港での受入量（ドライバルク）

■標準ケース
１ヶ月以内に水深-7.5ｍ以上の岸壁が６バース確保できると想定され、４ヶ月目までに回

復してくると想定される輸送需要に耐えるため、バックアップ港での受け入れは発生しない
と想定される。
■最悪ケース１及び２
１ヶ月以内に水深-7.5ｍ以上の岸壁が３バース確保できると想定され、 １０ヶ月目までの

輸送需要には耐えると想定される。ただし、１０ヶ月目以降回復してくると想定される輸送
需要に対応するためには、新中央埠頭-10ｍ岸壁の利用を検討する必要がある。

※１ ただし、外貿貨物への対応（喫水、SOLAS対応の調整等）が必要となる。これらの条件が整わない場合には、船社は青森港に寄港
しないという措置（抜港）をとる可能性が考えられる。その場合には、バックアップ港の利用を検討する。

※２ 緊急物資の輸送後、必要に応じてドライバルク輸送のために代替施設として利用することを検討する。



災害時の受入量及び品目の設定 （５）石油・LPG輸送（参考）災害時の受入量及び品目の設定 （５）石油・LPG輸送（参考）
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貨物 輸送頻度 標準ケース 最悪ケース１ 最悪ケース２

航路啓開に
要する期間

バックアップ港
利用の可能性

航路啓開に
要する期間

バックアップ港
利用の可能性

航路啓開に
要する期間

バックアップ港
利用の可能性

石油・
LPG
（液化
石油
ガス）

●沖館石油桟橋
（週に１回程度）

航路啓開
なし

なし
※１

航路啓開
なし

なし
※１

7日程度 なし
※１

●野内石油桟橋
（週に１回程度）

航路啓開
なし

なし
※１

航路啓開
なし

なし
※１

5日 なし
※１

●野内ガス桟橋
（1.5ヶ月に１回程度）

航路啓開
なし

なし
※１

航路啓開
なし

なし
※１

5日 なし
※１

表 バックアップ施設・港での受入量（石油・LPG）

■標準ケース及び最悪ケース１

標準ケース及び最悪ケース１では津波による航路閉塞を想定しないため、バックアップ
港利用の可能性は低い。ただし、専用施設が被災した場合には、専用施設の復旧に当
たる間は、バックアップ港の利用が想定される。
■最悪ケース２
最悪ケース２の各地区における航路の復旧に要する期間から、沖館地区では7日程度
（優先的な航路啓開を適用）、野内地区では5日程度と想定されるため、バックアップ港

利用の可能性は低い。ただし、いずれの地区においても専用施設の被害が甚大な場合
には、復旧に時間を要するため、バックアップ港の利用が想定される。

※１ ただし、専用桟橋やタンクなどの専用設備が被災した場合には、専用施設の復旧に向けた調整を行い、その間はバックアップ港の
利用を検討する。



対応策の検討 （１）フェリー貨物のバックアップ体制構築に向けた留意点対応策の検討 （１）フェリー貨物のバックアップ体制構築に向けた留意点
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青森港では、最悪ケース２のときに航路啓開作業が完了するまでの２週間程度の期間
や、防波堤の被災により静穏度が低下した場合はバックアップ港でのフェリー貨物の輸
送が必要と想定される。青森県内では、可動橋のある八戸港が考えられるが、海上・陸
上輸送距離の増加により輸送コストとリードタイムの増加が課題となる。

表 バックアップ体制構築に向けた留意点（対応策）

荷姿 パターン バックアップの形態
バックアップ港湾の

要求事項
バックアップ体制の課題

フ
ェ
リ
ー

バックアップ港での移出入

他港で原料や製品を荷揚げ
し、工場や物流拠点まで陸送
する。

• 陸上輸送が可能である。
• 可動橋があり、船首・船尾の
係留が可能である。

• 岸壁天端高とランプの高さが
喫水調整などで許容される範
囲に収まる。

• 静穏度が確保されている。

• 航海距離が長くなると、リー
ドタイムと海上輸送コストが
増加する。

• 陸送距離が長くなると、リー
ドタイムと陸上輸送コストが
増加する。

• サイドランプが設置されてい
ない船舶の場合は、バック
アップの可能性が低い。

青森港

八戸港

大間港

函館港

海上輸送距離
189㎞（6時間半）

海上輸送距離
40㎞（1時間半）

海上輸送距離
113㎞（3時間50分）

※大間港は可動橋の撤去を予定（平成25年度）。
※今後は、サイドランプのみでの運用を予定。

青森港 ： 10㎞未満 ・20分未満 ・15,140円/台

八戸港 ： 87㎞ ・１時間50分 ・32,370円/台

大間港 ： 144㎞ ・2時間55分 ・42,460円/台
※青森市役所を起点として算出

※出展：「貨物運賃と各種料金表’09」（㈱交通日本社 平成21年11月）

●陸上輸送距離・時間・コスト（参考）



対応策の検討 （２）ドライバルク貨物のバックアップ体制構築に向けた留意点対応策の検討 （２）ドライバルク貨物のバックアップ体制構築に向けた留意点
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ドライバルク貨物は、いずれのケースでもバックアップ港の利用なしで輸送を継続でき
ると想定される。 ただし、外貿貨物の対応については、喫水やＳＯＬＡＳ対応に関する関
係者との調整が必要となる。

仮にバックアップ港の利用を想定すると、作業員や荷役機械の調達が重要である。青
森県内港湾での代替輸送としては、一部の企業は青森港が被災した場合に八戸港を
バックアップ港とすることを検討している。一方、その他の県内港湾は、平常時の利用が
少ないことから作業員や荷役機械が配置されていないため、現状でのバックアップ港とし
ての利用は困難である。

表 バックアップ体制構築に向けた留意点（対応策）

荷姿 パターン バックアップの形態
バックアップ港湾の

要求事項
バックアップ体制の課題

バ
ル
ク

バックアップ港での輸移入

他港で原料や製品を荷揚げ
し、工場や物流拠点まで陸
送する。

• 陸上輸送が可能である。
• タンク、サイロ等からの出荷設備
が共通している。

• 同じ企業または連携可能な企業
の事業所がある。

• 作業員や荷役機械がある。

• 専用の荷役機械がない。
• 陸送距離が長くなると、
リードタイムと陸上輸送コ
ストが増加する。

他港周辺の工場での
代替生産

被災港湾周辺の工場の生
産停止により、他港周辺の
工場で原料を輸移入して代
替生産する。

• 被災港湾を利用する工場と同じ
製品を生産できる工場が他港周
辺に立地する。

• 作業員や荷役機械がある。

• 航海距離が長くなると、
リードタイムと海上輸送コ
ストが増加する。

他地域で生産した製品の
輸移入

被災港湾における原料の搬
入停止に伴い工場や物流拠
点が停止した場合に、県外
で生産した製品を他港で荷
揚げして供給する。

• 県外に、同じ製品を生産する生
産拠点がある。

• 製品の海上輸送が可能。
• 作業員や荷役機械がある。

• 航海距離が長くなると、
リードタイムと海上輸送コ
ストが増加する。
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（参考）目標復旧期間の設定 （２）災害時の貨物需要と青森港の輸送能力の比較 【ﾌｪﾘｰ（標準・最悪ｹｰｽ）】（参考）目標復旧期間の設定 （２）災害時の貨物需要と青森港の輸送能力の比較 【ﾌｪﾘｰ（標準・最悪ｹｰｽ）】

■フェリー貨物輸送

東北広域港湾防災対策協議会において、フェリー貨物の災害時の輸送需要は、地震や津波の規模
に関わらず、発災直後も貨物需要は平常時と変わらないと示された。

そこで、青森港のフェリー貨物輸送用の係留施設の取扱能力を踏まえ、発災後直ちに、３バース以
上の係留施設を確保することを目標とする。

※ただし、最悪ケース２の場合は、津波によるふ頭用地の浸水が想定されるため、航路啓開に要する期間を考慮する。

図 災害後のフェリー貨物の輸送需要 

輸
送
需
要

・
輸
送
能
力

（ト
ン/

月
） 時間 

 発災 

2,017,410 

 

3 

ヶ 

月 

6 

ヶ 

月 

3 ﾊﾞｰｽ 

7 

日 

0 

地区 岸壁 水深 延長

H22年間
貨物量

H22月平均
貨物量

（ｍ） （ｍ） （トン／年） （トン／月）

沖館地区 フェリーふ頭第１バース -7.5 200 154,450 12,871

沖館ふ頭-7.5m桟橋(耐震） -7.5 185 7,901,355 658,446

フェリーふ頭第２・３バース -6 169×2 16,153,112 1,346,093

合 計 - - 24,208,917 2,017,410

平 均 - - 6,052,229 504,352

災害時(ピーク率×1.3) - - - 655,658

表 青森港の岸壁別フェリー貨物量（H22）

上の図表より、貨物需要は2,017,410トン、災害時の1バース当たりの取扱能力は655,658トンと設定した。

2,017,410（トン） ÷ 655,658（トン） = 3.08（バース） ≒ ３（バース）以上

※過去の震災時の貨物取扱量の事例より、ピーク率は1.3と設定した。

： 貨物輸送能力（目標）
：貨物輸送需要
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（参考）目標復旧期間の設定 （３）災害時の貨物需要と青森港の輸送能力の比較 【ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾙｸ（標準ｹｰｽ）】（参考）目標復旧期間の設定 （３）災害時の貨物需要と青森港の輸送能力の比較 【ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾙｸ（標準ｹｰｽ）】

■ドライバルク貨物輸送

東北広域港湾防災対策協議会において示されたドライバルク貨物の災害時の輸送需要は、下図の
通り地震の震度、津波の浸水深の別に示された。

そこで、標準ケースを想定した場合は、青森港のドライバルク貨物輸送用の係留施設の取扱能力を
踏まえ、発災後1ヶ月で、３バース以上の係留施設を確保することを目標とする。

上表より、ヒアリング結果の1ヶ月時点の貨物需要は30,201トン、災害時の1バース当たりの取扱能力は12,233トンと設定。

30,201（トン） ÷ 12,233（トン） = 2.47（バース） ≒ 3（バース）以上

図 青森港のドライバルク輸送需要の復旧曲線（標準ケース）

※震災前は平成22年の月平均貨物量
※震災後の貨物量は、H22月平均貨物量に津波浸水深2.0m未満の操業度復旧曲線から得られる各時期の操業度を乗じた値
※バルクは、専用の設備が必要な、フェリー貨物、石油・ガス類、セメントを除く貨物

トン/月

災害前 災害後

直後 1ヶ月 2ヶ月 3ヶ月 4ヶ月 5ヶ月 6ヶ月 7ヶ月 8ヶ月 9ヶ月 10ヶ月

月間貨物量 40,721 10,669 30,201 38,094 40,119 40,586 40,690 40,714 40,719 40,720 40,721 40,721

災害前に
対する割合

100% 26% 74% 94% 99% 100% 100% 100% 100% 100% 100% 100%

※過去の震災時の貨物取扱量の事例より、ピーク率は1.3と設定した。
※主要な岸壁を対象とし、その年間取扱量を10,000トン以上としてい
る。

地区 岸壁 水深延長

H22年間
貨物量

H22月平均
貨物量

（ｍ） （ｍ） （トン／年） （トン／月）

沖館地区沖館埠頭-7.5m岸壁 -7.5 260 176,183 14,682

沖館埠頭-10m岸壁 -10 185 97,059 8,088

沖館埠頭-13m岸壁 -13 270 78,681 6,557

本港地区浜町埠頭-7.5m岸壁 -7.5 154 99,749 8,312

合 計 - - 451,672 37,639

平 均 - - 112,918 9,410

災害時(ピーク率×1.3) - - - 12,233

表 ドライバルクを年間1万トン以上
取扱っている岸壁のドライバルク貨物取扱量（H22）
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■ドライバルク貨物輸送

東北広域港湾防災対策協議会において示されたドライバルク貨物の災害時の輸送需要は、下図の
通り津波の被害のあり・なしの別に示された。

そこで、最悪ケース１を想定した場合は、青森港のドライバルク貨物輸送用の係留施設の取扱能力
を踏まえ、発災後1ヶ月で、２バース以上の係留施設を確保することを目標とする。

22,160（トン） ÷ 12,233（トン） = 1.8（バース） ≒ ２（バース）以上
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トン/月
災害前 災害後

直後 1ヶ月 2ヶ月 3ヶ月 4ヶ月 5ヶ月 6ヶ月 7ヶ月 8ヶ月 9ヶ月 10ヶ月
月間貨物量 40,719 4,045 22,160 32,388 35,250 35,922 36,074 36,108 36,115 36,117 36,117 36,118
災害前に
対する割合

100% 10% 54% 80% 87% 88% 89% 89% 89% 89% 89% 89%

※震災前は平成22年の月平均貨物量
※震災後の貨物量は、H22月平均貨物量に外力強度6強の操業度復旧曲線から得られる各時期の操業度を乗じた値
※バルクは、フェリー貨物、石油・ガス類、専用の設備が必要なセメントを除く貨物

図 青森港のドライバルク輸送需要の復旧曲線（最悪ケース１）

（参考）目標復旧期間の設定 （３）災害時の貨物需要と青森港の輸送能力の比較 【ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾙｸ（最悪ｹｰｽ１）】（参考）目標復旧期間の設定 （３）災害時の貨物需要と青森港の輸送能力の比較 【ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾙｸ（最悪ｹｰｽ１）】

※過去の震災時の貨物取扱量の事例より、ピーク率は1.3と設定した。
※主要な岸壁を対象とし、その年間取扱量を10,000トン以上としてい
る。

地区 岸壁 水深延長

H22年間
貨物量

H22月平均
貨物量

（ｍ） （ｍ） （トン／年） （トン／月）

沖館地区沖館埠頭-7.5m岸壁 -7.5 260 176,183 14,682

沖館埠頭-10m岸壁 -10 185 97,059 8,088

沖館埠頭-13m岸壁 -13 270 78,681 6,557

本港地区浜町埠頭-7.5m岸壁 -7.5 154 99,749 8,312

合 計 - - 451,672 37,639

平 均 - - 112,918 9,410

災害時(ピーク率×1.3) - - - 12,233

表 ドライバルクを年間1万トン以上
取扱っている岸壁のドライバルク貨物取扱量（H22）

上表より、ヒアリング結果の1ヶ月時点の貨物需要は22,160トン、災害時の1バース当たりの取扱能力は12,233トンと設定。
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（参考）目標復旧期間の設定 （４）災害時の貨物需要と青森港の輸送能力の比較 【ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾙｸ（最悪ｹｰｽ２）】（参考）目標復旧期間の設定 （４）災害時の貨物需要と青森港の輸送能力の比較 【ﾄﾞﾗｲﾊﾞﾙｸ（最悪ｹｰｽ２）】

■ドライバルク貨物輸送

東北広域港湾防災対策協議会において示されたドライバルク貨物の災害時の輸送需要は、下図の
通り地震の震度、津波の浸水深の別に示された。

そこで、最悪ケース２を想定した場合は、青森港のドライバルク貨物輸送用の係留施設の取扱能力
を踏まえ、発災後1ヶ月で、１バース以上の係留施設を確保することを目標とする。

表 ドライバルクを年間1万トン以上
取扱っている岸壁のドライバルク貨物取扱量（H22）

上表より、ヒアリング結果の1ヶ月時点の貨物需要は9,182トン、災害時の1バース当たりの取扱能力は12,2337,363トンと
設定。

9,182（トン） ÷ 12,233（トン） = 0.75（バース） ≒ １（バース）以上

※過去の震災時の貨物取扱量の事例より、ピーク率は1.3と設定した。
※主要な岸壁を対象とし、その年間取扱量を10,000トン以上としてい
る。

図 青森港のドライバルク輸送需要の復旧曲線（最悪ケース２）
トン/月

災害前 災害後

直後 1ヶ月 2ヶ月 3ヶ月 4ヶ月 5ヶ月 6ヶ月 7ヶ月 8ヶ月 9ヶ月 10ヶ月

月間貨物量 40,721 3,146 9,182 16,826 23,700 28,766 32,096 34,147 35,365 36,073 36,479 36,711

災害前に
対する割合

100% 7.7% 22.5% 41.3% 58.2% 70.6% 78.8% 83.9% 86.8% 88.6% 89.6% 90.2%

※震災前は平成22年の月平均貨物量
※震災後の貨物量は、H22月平均貨物量に津波浸水深2.0m未満の操業度復旧曲線から得られる各時期の操業度を乗じた値
※バルクは、専用の設備が必要な、フェリー貨物、石油・ガス類、セメントを除く貨物

地区 岸壁 水深延長

H22年間
貨物量

H22月平均
貨物量

（ｍ） （ｍ） （トン／年） （トン／月）

沖館地区沖館埠頭-7.5m岸壁 -7.5 260 176,183 14,682

沖館埠頭-10m岸壁 -10 185 97,059 8,088

沖館埠頭-13m岸壁 -13 270 78,681 6,557

本港地区浜町埠頭-7.5m岸壁 -7.5 154 99,749 8,312

合 計 - - 451,672 37,639

平 均 - - 112,918 9,410

災害時(ピーク率×1.3) - - - 12,233


